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建学の精神

　本学園は建学の精神として「独創一理」を掲げ、「独創的な学究精神を堅持して 
真理を探究し、おおらかな誇りを持ち、感激性に富む、個性豊かな人格を形成する」
ことを目指している。
　この建学の精神では、本学のあり方として、独自の優れた発見や開発から生まれ
た真理の探求、チームワークの不可欠な医療関連専門職間の仲間意識の高揚と連
帯、私学の果たしてきた反骨精神などを継承することが鼓舞されるとともに、大学
人や学生のあり方として、時流を拓いた偉大な人物や科学者に学ぶこと、および献
身的かつ感動に奮起する人間像の形成が重視されている。
　そして、藤田医科大学医学部、医療科学部、保健衛生学部および看護専門学校に
おいては専門的知識・技術とともに、チーム医療教育に向けたアセンブリ教育をは
じめ、態度や考え方、コミュニケーション能力の修得に力点をおいた教育を行うこ
とにより、患者中心のチーム医療の担い手として社会に貢献できる、人間性や探求
心の豊かな「良き医療人」の育成に向けた取り組みが行われている。
　また大学病院では、開院当初より、｢我ら、弱き人々への無限の同情心もて、片時
も自己に驕ることなく医を行わん｣との病院理念を掲げ、病める方々への限りない
共感と決して慢心することのない心のこもった医療を目指して、大学としての先
進的な医療の実施に邁進している。このような医療の基本精神は、ばんたね病院、
七栗記念病院、岡崎医療センターにおいても共有されている。
　さらには、医学、医科学領域などにおける研究の総合的な推進および研究者の育
成を目指して専属研究者からなる総合医科学研究所を設置するとともに、社会人
を含む高度専門的医療人育成をも兼ねた大学院医学研究科、保健学研究科を設け
て、研究と人材の育成を推進している。
　以上のように、本学園は創設以来、「独創一理」の建学の精神と病院理念などに基
づき、医学・医療の広範な領域にわたる専門職と研究者の育成および病める方々に
対する高度かつ全人的な医療の実現に向けた取り組みに力を注ぎ、学園に対する
社会的な期待に応えてきた。
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　2020年度は、COVID-19の世界的蔓延によって社

会全体がこれまでにない大きな構造変革を求められる

こととなった。その中において学校法人藤田学園は「独

創一理」の建学の精神のもと、治療薬アビガンの臨床

研究やワクチン開発、愛知県の要請に応えた大規模

PCR検査施設の開設など、スピード感をもって感染収

束への取り組みを進めた。また、大学病院・ばんたね病

院・岡崎医療センターでは重症者を中心に感染者を積

極的に受け入れ、地域の医療体制の維持に大きく貢献

している。 

　4月には準備に7年を費やした岡崎医療センターが開

院。開院前には、政府からの要請を受けクルーズ船の

乗客乗員を集団で受け入れるという前例のないミッショ

ンを成功させ、学園の知名度向上に寄与した。救急医

療およびがん治療を主体とした三河地域初の大学病院

として、医療圏内だけでなく圏外からの来院や救急搬

送も増加している。

　教育においては、緊急事態宣言の発令で大学への

学生の立ち入りが禁止になる中、時代に先駆けて導入

したオンラインシステムを活用し、いち早く遠隔に切り替

えて授業を継続。臨床実習においても各大学が相次い

で中止を発表する中、総じて継続ができた。また、本学

をホスト校として2020年度の開催を進めていた「THE 

Asia Universities Summit」は、感染拡大防止の観

点により2021年6月に延期し、オンラインのみで開催す

べく準備を進めた。

研究関連では、「藤田Covid-19研究センター」を5月

に開設。COVID-19研究の管理体制を同センターに

一元化した。また、アビガンやオルベスコなどの治療薬

研究、ワクチン開発、オゾンによるウイルス不活化の実

験など社会の課題に向き合う研究に取り組んだ。

　学園では、業務の効率化および医療従事者の負担

軽減を図ることを目的に、AIやIoTなどのデジタル技術

を用いて診断や治療を行う「AIホスピタル構想」を病

院群全体で進めている。とくに今年度は、COVID-19

の感染収束に向けた社会からの要請に応え、自動PCR

検査機器等を導入し、国内施設では最多レベルのPCR

検査体制を構築した。本学の得意とするロボット支援

手術は、1月に国産手術支援ロボット「hinotoriTM」の

国内2カ所目となるトレーニング施設「メディカロイド 

インテリジェンス ラボラトリー 名古屋（略称：MILTM-

Nagoya）」を大学6号館に開所。岡崎医療センター間

との遠隔手術の実用化に向け、実証研究の準備を進

めている。

　地域支援に関しては、愛知県幸田町と三重県津市に

訪問事業所を開設。それぞれ岡崎医療センター、七栗

記念病院と連携し、高齢者が住み慣れた地域での生活

を継続できる基盤づくりに取り組んでいる。

　これまで以上の成長軌道を描くために、2021年度も

ALL FUJITAで歩みを進めていく。

学校法人藤田学園 理事長

　

2020年度 総括

TOP MESSAGE トップメッセージ
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事業の概要

教　育

1  全学教学マネジメント

　世界的な権威を持つ世界大学ランキングを運営するTimes Higher Education（THE）社の
「THE Asia Universities Summit 2021」を、2021年6月に日本で初めてのホスト大学として
開催し、アジア各国の学長等の大学代表者によるフォーラムを実施することを目指し準備を
行った。1月にはハイブリッドで開催することが決定し、プログラムの再構築、集客などを
行ったが、2021年4月時点のCOVID-19の再拡大により、2021年度はオンラインのみで実施
することとなった。
　COVID-19の影響で、4月1日から遠隔授業を開始した。ICTの強みを生かした「優れた遠隔
授業」とすべく、現在の遠隔授業について教学マネジメント的視点から整理、検証した。2020
年度の検証では優位な結果が得られたが、継続して検証を行う。
　大学の内部質保証システムの自己点検・評価として、2021年度に大学評価を受審するた
め、評価資料となる2020年度の点検・評価実施に取り組んだ。選抜委員会を発足し、２月の理
事会で報告書が審議承認された。
　私立大学等改革総合支援事業は、昨年に続き4タイプ全てで選定された。これは全国624校
の私立大学では本学を含む7校のみであった。
　FD・SDは部門毎の研修計画を2019年より稼働したe-learningシステム「ふじた学びばこ」
をより効果的に使い実施した。またこれらの教育の評価、研修ポータルサイトを拡大しアー
カイブサイト「FujiTube」を稼働させ、より大学改革と教育の質向上を一層促進させた。

①　国際交流推進センター
・�学生主導の国際交流活動を支援するため、「留学生支援サポーター（SPS）」制度を

立ち上げた。COVID-19の拡大により、学生が募集できず、2021年度に再度稼働す
ることとなった。

・�医療科学部放射線学科で2020年8月17日から5日間にわたり、上海健康医学院と
双方向参加型のサマースクールを実施した。渡航が制限されている中で、海外他
大学の学生との交流の機会を学生に提供することができた。

・�保健衛生学部ではハノイ医科大学との看護学生プロジェクトが3年目を迎え、授
業料免除・宿舎提供を行い、本学での学習をサポートした。

・�トーマスジェファーソン大学とのMOU協定をオンラインで行った。2020年度末
では海外大学とのMOU協定大学は27大学となった。
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②　地域連携教育推進センター
・�毎年地域の小中学生を対象に実施している「夏休み親子病院体験ツアー」を

COVID-19の影響により、2020年度は「メディカルキッズプログラム」として9月
12日にオンラインで実施。県内だけでなく、埼玉県から山口県まで計265名の小
中学生が参加した。子どもたちは、手洗いの方法や術衣の着用など手術室に入る
までの準備、模型の胃を使った手術支援ロボット「ダビンチ」手術のバーチャル体
験など、手術に関連する一連の様子を見学。途中でクイズを行い、楽しみながら医
療について学んだ。

・�東郷町との包括協定に基づく事業の一環として、YouTubeで共催の公開講座を配
信した。

・�名古屋市教育委員会共催のキャンパス講座を2020年度はYouTubeで配信した。
・�豊明市によるごみ削減のワークショップに参加した。2020年10月16日、23日、26

日に本学で「ごみ減量20％大金星ワークショップ」が開催され、学生約20名が参加
した。

・�2020年9月1日、豊明市、株式会社NTTデータ経営研究所と超高齢社会の価値創造
に向けた人材育成に関する連携協定を締結した。

・�2020年10月22日、株式会社スズケンと藤田医科大学との連携と協力に関する協
定を締結した。

③　アセンブリ教育センター
・�アセンブリ教育で身につける力を、他者とのコミュニケーション（全学部1年生全

員対象のアセンブリⅠ）、チームワーク（全学部2年生全員対象のアセンブリⅡ）、
患者中心の考え方（全学部3年生全員対象のアセンブリⅢ。一部の学科では4年生
対象）、そして、他職種との連携（全学部4年生以上の希望者対象のアセンブリⅣ）
と定めた。

・�アセンブリⅠには全学部の1年生約600名が参加し、ファシリテーター（教員）の指
導の下、6名のグループに分かれてワークをオンラインで行った。

・�アセンブリⅡは1チーム6名の学生で構成されるプロジェクト活動を行う。2020
年度は57のプロジェクトに分かれ、活動する予定であったが、COVID-19感染拡大
防止のため、オンライン学習にとどめた。

・�アセンブリⅢは多学科混成チームを作り、Team-based Learning（TBL）を実施して
いる。本学と他大学を含めて、医療・福祉に関する4大学8学部10学科の900名を超
える学生での実施を予定していたが、COVID-19感染拡大防止のため2020年度は
本学の学生のみでオンラインの小グループ学習に移行した。

・�アセンブリⅣは、医療現場における専門職連携を経験する。アセンブリⅣは、ま
だトライアルの段階であるが、学生主体でプログラムを作成し、実施する。2020
年度は、COVID-19感染拡大防止のため、オンラインでのProblem-based Learning

（PBL）を実施した。多学科混成チームをつくり、事例学修を行い、職種間の連携を
学んだ。
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2  医学部

①　学生の質の向上
・�学生のリサーチマインドを醸成するための新たな取り組みとして、３学年後期科

目に「医学研究演習」を導入した。学生は基礎系、臨床系、総合医学研究所、医療科
学部などの40超の研究室に配属され、テーマに沿った情報検索、論文読解などを
含む研究活動を行った。実施後の学生アンケートでは6割以上の学生が肯定的な
評価をした。

・�学生の研究を推進するため、MD-PhDコース（学部在学中に学位取得の研究のため
に休学できる制度）の2022年度入学生からの導入について、医学部企画室会議で
は①スチューデント・リサーチャー・プログラムをより充実させること、②初期研
修コースと大学院コースを同時に実施するという方針が共有された。また、藤田
医学会に新設された優秀演題賞でSRP（スチューデント・リサーチャー・プログラ
ム）参加学生1名が顕彰されるなど学生の研究成果発信が進んだ。

・�国際的に活躍できる学生を育成する目的の一環で、ソウル大学とCME（医学生涯
教育：Continuing Medical Education）を含む連携協定を締結した。また、連携協定
の締結による学生派遣および医学教育FDプログラムの実施に向けてトーマス・
ジェファーソン大学と具体的な交渉に入った。実際の海外研修は、12名の学生を
選考し事前研修を実施してMOU提携校へ6学年選択制総合実習として海外派遣を
準備していたが、COVID-19のため海外渡航が不可能になり未実施となった。

・�ふじた未来入試（AO入試）で選抜された入学生が3学年となり、学部長特別指導の
中で、進路の早期決定と、その希望進路の周辺分野における知見を深めておくこ
とについての意義を説明した。

②　教職員の質の向上
・�臨床系教育において、各講座に教育医長（仮称）を設け講義、臨床実習、試験、OSCE

等の教育全体を俯瞰しつつ講義と試験（定期・中間）を管理・運営する体制の構築
に着手し、複数の講座で学部教育担当の教員が選出された。

・�プロフェッショナリズムに関する教育改善のFDについては、教員が学生の真の
ロールモデルとなるような組織的な取り組みに着手するための第一歩として、学
部を越えて全教員を対象とした全学FD「藤田医科大学の教育について」を実践（受
講率はほぼ100％）した。また、教育に関する年間計画（教員評価）としてティーチ
ングポートフォリオ・チャートを作成するためのワークショップを開催した。次
年度以降も教育改善のためのFDを推進するとともに、教員の自己研鑽を支えるた
めのサバティカル導入の検討を行う。

・�医学部FD・SD実施計画を策定するとともに、「Moodleの利用方法（応用編：遠隔授
業の効率的な教育方技法等）」や「試験問題の作り方」などのコンテンツが、オンデ
マンド学習システム「ふじた学びばこ」を通じて提供された。これにより、教職員
の受講履歴の管理が容易になったため、人事情報等に活用するためのベースがで
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きた。
・�基礎系講座の研究活性化のために講座定員の仕組みを見直し、「教員１名の代わ

りに研究補助技術員（嘱託職員）2名の採用を認める」、「新たに流動人員枠を設定
し、定員が埋まっていない講座の教員ポストを流動的に活用し新任教授の講座へ
配置する」など、運用ルールを変更した。

③　カリキュラムの質の向上
・�講義時間過多への対策として「ウイルス・寄生虫学」を3.5単位から3.0単位に削減

した。e-learning教材の充実としては講義資料配信システムのサーバーやIT学習室
のサーバーを拡充した。文部科学省が主催する遠隔授業サイバーシンポジウムを
はじめとするさまざまなFDに参加して遠隔講義の方法を整備しICT教育を充実さ
せた。入学後の早期臨床体験実習はCOVID-19の緊急事態宣言と重なったため十
分な体験型学習の機会が持てなかった。しかしピア評価PBLⅠ、ⅡやM2「Human 
Biology」において十分に学習する機会を持つことができた教養・基礎科目の水平・
垂直統合の 一環と し て、「数学（前期）」と「情報処理の 基礎（後期）」を 統合し「基礎
データサイエンス（通年）」を設置して担当教員を新規採用し、シラバスを刷新し
た。また入門と標準の２コースに分かれていた１学年生物学を「生命科学」として
統合した。

・�臨床実習における卒業コンピテンシーが確実に身についたか否かをアセスメン
ターにより5学年および卒業時に自己評価した。感染防御に留意して、学生の安全
を確保した上で、シミュレーション学修、およびOSCEを実施することができた。
大学2号館14階クリニカル・シミュレーション（CS）フロアに設置している心音シ
ミュレータ（イチロー）、呼吸音シミュレータ（ミスターラング）の老朽化に伴い、
各々の購入を予定していたが、コロナ禍により予算が執行されなかったので、次
年度には必ず購入する必要がある。

・�学生が臨床実習前に、地域ケア個別会議等へ参加するプログラムを取り入れたこ
とで、地域社会と連携した医療・保健・福祉の現場を観察・体験するとともに、関係
する様々な立場の人の視点で、地域医療を俯瞰し、文化的・社会的課題を見い出せ
るようにした。

④　教育環境の整備
・�学生のタブレット端末普及が5学年まで進み、12階の情報検索室の需要が低下し

たため、学生が自由に使用できる個別ブース型の自習室として改装し、学生の学
習環境を改善した。

・�タブレット端末を活用したピア評価の活用を広め、学生用アプリ「学生ナビ」を開
発し、出欠管理、クリッカー、試験成績照会、授業評価などの機能を拡充させた。
また、保護者向けに「保護者ポータル」を稼働させ、出欠状況や試験成績の照会、
Zoomを活用したWEB面談の設定機能を実装した。特に、保護者面談機能は、コロ
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ナ禍で来校が難しい状況で例年通りの面談を行う上で非常に有用であった。

3  医療科学部

①　学生の質の向上
・�入学者選抜において、一般入学試験[前期]および共通テスト利用入学試験[後期]

にそれぞれA日程およびB日程を設定し、優れた資質をもつ学生を入学させるた
め、入学者選抜の機会を拡大した。

・�各学科の 国家試験合格率は、臨床検査技師100％、臨床工学技士100％、診療放射
線技師90.2％であった。放射線技師が全員合格でなかったが、全国平均を大きく
上回る結果であった。

②　教職員の質の向上
・�医療科学部で は、FD研修会へ の 参加が 義務化し て お り、教員の 教育活動と し て

の資質向上に努めている。参加できなかった場合、オンデマンドで視聴が可能と
なっており、これにより全員がFD研修を終えた。

・�臨床検査学科では、領域制から分野制へと移行するための移行期間であり、学生
の教育体制および研究グループの改善が行われた。分野制へ移行することで、教
員の個の役割を明確にし、教育、研究、さらには臨床との連携を活性化させる。

・�TA（ティーチングアシスタント）制度の役割、TA業務の範囲などオリエンテーショ
ンの内容を含み教員とTAの役割について責任、権限等を再確認した。その後、教員
との意見交換を3学部、領域を問わないグループ編成を行い、TAとの協働による
実習および演習の学修成果向上についてワーキンググループ（WG）形式で話し合
い、今後の効果的な実習教育につながることが期待できた。

・�優れた遠隔授業の実施に向けて、対面授業と遠隔授業と定期試験の結果を分析し
た。結果から1年～3年では上昇し、4年生で低くなる傾向であった。課外活動がで
きず、学修に専念できる環境でもあり、さらなる検証を行っていく。
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2020年度
事業報告

③　カリキュラムの質の向上
・�シラバスの記載項目・記載方法等について問題点を洗い出し改善した。
・�病院職員（実務家教員）による講義の導入方法を具体的に検討、実践することで、

学生が医療人としての将来像を描きやすくし学習意欲の向上を図った。

④　教育環境の整備
・�新たに導入された出席確認システムについて、学生・教員からのニーズをつかみ、

改善を図った。
・�放射線学科が利用する大学11号館からの移動を視野に入れた5号館、6号館、7号

館の整備計画を策定し2021年度から2022年度での移転を目指している。
・�遠隔授業の実施環境について、従来の対面講義で使用していた講義資料配信シス

テムや出欠管理システムが使用できるように整備を行った。

⑤　その他
・�学生の進路の選択肢拡大を図るための、企業説明会「オンライン医療系キャリア

フォーラム」を12月19日に開催した。27企業が参加し、参加申し込み者は200名
以上となった。

4  保健衛生学部

①　学生の質の向上
・�優れた資質をもつ学生を入学させるため、入学者選抜に関わる広報活動の充実を

図った。入学者選抜では、一般入学試験［前期］および共通テスト利用入学試験［後
期］にそれぞれA日程およびB日程を設定し入学者選抜の機会を拡大した。

・�各学科の国家試験の合格率100％を5年連続で維持した。理学療法士、作業療法士
の5年連続100％は本学のみであった。

・�看護学科にベトナム人6名（1年生5名、2年生1名）、中国人2名（1年生2名）、リハビ
リテーション学科に中国人8名（1年生3名、2年生5名）が在籍している。日本語教
室や補習講義の開催など留学生支援委員会が各部署と連携して支援にあたった。

・�看護学科では、2年次に開講する基礎看護学実習Ⅱを担当する教員数を増やし、3
年次の領域別実習につなげるよう基盤となる能力を確実に身につけさせるよう
にした。
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②　教職員の質の向上
・�2020年度はCOVID-19の影響で集合してのFDができないため本校のオンデマン

ド配信機構である「ふじた学びばこ」を使って教員全員にFDを行い、アセスメン
ト・ポリシーに基づいた評価・検証の仕組みについて理解を深め、科目毎（科目レ
ベル）の適切な成績評価の実施を促した。

・�授業評価のアンケート結果に基づく授業改善策の検討について学生代表者を教
育改善委員として任命し、学生の視点で意見を聴取し、改善点があると思う科目
は何か、授業を改善するポイントは何か、勉強しやすかった科目は何かなどにつ
いてヒアリング調査を行った。今後の授業改善を図るための学生代表者が参画し
た具体的な授業に関する問題点および改善方策等について意見を聴取するFDを
継続的に実施し、これらを基に教務委員会、各学科カリキュラム委員会で教育課
程の見直し、授業改善方法を検討していく予定である。

・�英文論文数の増加および外部資金獲得を高めるために、6月にELSEVIERによるリ
モートでのFD研修を行った。

③　カリキュラムの質の向上
・�本年度行ったオーダーメイドの個人指導体制によって学生にどのような学修成

果が得られたのかについて、継続してアセスメント・ポリシーに基づいた分析を
行い、教育指導方法とその結果を幅広く蓄積することによって、効果的な教育改
善システムの見直しを行う。

・�理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則の一部改正（2020年4月施行）に伴
い、本学リハビリテーション学科において新しい課程での教育を開始した。ほぼ
変更点は網羅できているため、一部科目の追加はしたが、現行のカリキュラムが
学修成果を上げているため大幅なカリキュラム改正は行わないこととした。

・�看護学科に お い て は、2022年度入学者か ら の 保健師助産師看護師学校養成所指
定規則の変更提示に備え、情報通信技術（ICT）を活用するための基礎的能力やコ
ミュニケーション能力の強化に関する内容を充実するなど、カリキュラム委員会
を開催し検討した。

・�リハビリテーション学科では、ロボットリハビリテーションを含む先進的教育プ
ログラムを開始した。

④　教育環境の整備
・�遠隔授業を4月から行うため自宅のWEB環境調査を行い、遠隔授業が行えるよう

環境整備の協力を呼び掛けた。遠隔授業配信にはMicrosoft Teamsを用いることが
機関決定され、Microsoft Teams配信方法の案内、その使用説明、視聴方法および遠
隔授業を受講するにあたっての注意事項を作成し、Moodleなどを利用して学生に
周知した。3月末には学生対象にテスト配信を行い4月からの遠隔講義実施に備え
た。また、教育課程カリキュラムの組み直しを迅速に行った。
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2020年度
事業報告

・�講義資料の配信や出欠管理についてはMoodleを使用して行うことを周知した。
・�教員はMoodleやMicrosoft Teamsの機能を駆使して遠隔授業にて小テストやSGL、

問題の問いかけなど双方向性授業になるよう心掛けた。講義スライドや講義資料
も遠隔授業用に改編し、教育の質保証に努めた。

⑤　その他
・�看護学科では、藤田学園以外の就職を視野に入れて、学生の特性にあった就職指

導を行った結果、藤田学園に就職した卒業生は71％にとどまった。
・�リハビリテーション学科では、藤田学園および関連施設の就職を視野に入れて、

学生の特性に合った就職指導を行った。

5  大学院医学研究科

①　学生の質の向上 
・�COVID-19への対応・対策として、講義科目にかかる教育方法をオンライン講義に

て行った。電波障害などの影響も少なく、概ね受講に問題はなかった。課題レポー
トはMoodleを利用しての提出とし、教員が学生へ評価・フィードバックすること
により、適宜共有できた。以上により、遠隔授業に関する教育の質の維持について
は、概ね達成できた。博士課程では、例年と比較して、セミナー受講率が高くなっ
ており、課題レポートの質も問題なく、社会人大学院生や遠方に在住している大
学院生にとっても、オンラインで受講することにはメリットがあった。

②　教員の質の向上
・�TA（ティーチングアシスタント）を担当する大学院生が指導教員とともに参加し、

授業や実習を行うために必要なスキルや役割について学ぶFDを実施する。修士課
程においては、初年度の授業検証を対象としたFDを実施していく。

・�大学院教員の授業評価項目として早期学位授与の要件を適用し、高品質な研究推
進を奨励した。

③　カリキュラムの質の向上
・�歴史的経緯により複雑化している共通科目の医学セミナーにおいて、コースの廃

止やメニューの整理統合を行った。また、カリキュラム改革の一環として、「アカ
デミック・ライティング」の講義「英語論文の書き方」について、本学の研究統括監
理部プログラム・ディレクターに依頼し、より医学研究科に対応した実用的な内
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容で講義を行った。

④　教育環境の整備
・�医学研究科にかかる各種申請書類一式をダウンロードや教育情報の閲覧ができ

るように、大学院ポータルサイトを立ち上げた。
・�外国人留学生に対するサービス向上のために、履修案内や入試出願システムにお

いて、2カ国語(日本語および英語）対応を推進した。

⑤　その他
・�2020年度開設した医学研究科修士課程のPR活動や学生募集、シラバスシステム

導入を行った。

6  大学院保健学研究科

①　学生の質の向上
・�大学院生による英文論文での第1著者採択数は、2019年度3件であったが、2020

年度は10件と大きく向上した。

②　教員の質の向上
・�2020年度のFDは、「研究活動における産学連携本部の推進とその貿易について」、
「ICTを用いた e-learningや講義方法のスキルアップ演習」、「高大接続を考える」、
TA（ティーチングアシスタント）の資質向上を図るための研修FD」、「シラバス作成
方法についてのFD」、「学生を理解し、指導していくために — 方法と支援のあり方 
— 」と多数の研修会を行い教員の資質向上を図った。

③　カリキュラムの質の向上
・�学部からの連続性のある分かりやすい大学院組織について検討し立案を行った。

さらに、分野の再編に伴い科目の再編整理の計画を立案した。
・�上述の再編で、臨床連携を強めるための組織（臨床連携ユニット）の創設をまとめ

上げ、2021年度から本格始動する地固めを行った。
・�研究シーズ（アイデア創発）から社会実装までに必要な着想、知的財産、契約等に

関する基礎知識の修得と活用、および事業化に向けたビジネスプラン（事業計画
書）の作成までを学修し、産業界を含め様々な分野の第一線で実績を有する専門
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2020年度
事業報告

家や研究者による成功例や失敗例を学ぶことにより、アントレプレナーシップ
（起業家精神）を身につけ、社会の多方面で活躍できる人材養成を目的とする新た
な科目「アントレプレナーシップ概論」を1年次に設定した。　

④　教育環境の整備
・�新しく開設した生殖補助医療分野、再生医療分野の実習環境を整備した。
・�遠隔授業に関する学生と教員の調査報告書（IR委員会報告書）についても教務委員

会で検討を行い、「遠隔授業について平均スコア0.71と肯定的で、通学時間が無い
こと、感染防止対策として有効であること」などが評価された。

7  看護専門学校

①　学生の質の向上
・�COVID-19感染拡大により休業期間が発生したが、遠隔授業の体制に早急に切り

替え、対面講義と同等の教育の水準維持を図った。また感染防止対策を図り、対面
での講義・演習を実施することで学習の質の保証を図った。

・�臨地実習においては、1カ月半ほど時期の遅延や実習時間の短縮となったが、看護
技術の修得に向け、学内演習での強化を図り、感染防止対策も順守し取り組むこと
ができた。

・�看護師国家試験は 合格率97.3%で あ っ た。100%合格を 目指し 国家試験対策と し
て、模擬試験を強化し回数を増加して実施した。COVID-19感染対策でのオンライ
ンを用いた特別講義を実施した。また対面講義では専門基礎領域において他職種
と連携を取り、学習強化に協力していただいた。学生の習熟度別の個人指導・小集
団学習により学習強化を図った。

②　教職員の質の向上
・�COVID-19感染防止対策により、学会・研究会の多くが中止となり参加ができな

かった。しかし、後にオンライン学会・研修会の形態での参加・発表ができた。
・�学生による授業評価の結果を担当教員が把握し、課題の明確化を図った。

③　カリキュラムの質の向上
・�カリキュラム評価を年2回行い、効果的な教育と学習内容を確認し、領域担当毎に

授業評価をするとともに課題を明確化した。



15

・�COVID-19感染防止対策のため、カリキュラム変更が幾度もあったが、遠隔授業で
の対応および感染対策をとった対面講義・演習により実施ができた。遠隔授業で
は、集団学習や個別対応をすることができ、場所を選ばない対応面での可能性を
広げた。

④　教育環境の整備
・�COVID-19感染防止対策として、早急にWEBの整備を図り、遠隔授業が実施できる

環境を整えた。校内学習環境では、教室内の机の配置変更・学生人数の制限を行っ
た。また生活環境では演習室にロッカーを移動して更衣室を増室し人数の分散を
図った。文部科学省の衛生管理マニュアルに沿って、感染防止行動の順守を学生
にも指導した。

・�COVID-19での全国的な臨地実習の機会減少に対する対策として、愛知県看護協
会から「看護師養成所における実習補完事業のシミュレーター運用」が開始され、
本校でも学内演習における技術修得への一助として活用した。

⑤　その他
・�自己点検・自己評価委員会において学校評価報告を行い、第三者評価者の外部評

価と併せて報告書を作成した。
・�閉校に向けて、閉校記念誌発行・閉校式典等の準備を委員会・編集委員会を中心に

進めた。



16

2020年度
事業報告

研　究

1  研究支援推進本部

① 　環境整備
・�大学3号館地下1階の国際再生医療センターについて、2020年4月東海北陸厚生局

より「特定細胞加工物製造施設（陽圧細胞培養加工施設、陰圧細胞培養加工施設）」と
して認定された（認定期間5年）。また、多能性幹細胞から作製した免疫細胞等を用
いる再生医療の基盤技術開発研究を実施するため、免疫再生医学研究部門を設置
した。

・�共同利用研究設備サポートセンター組織下にあった藤田バイオバンクを治験・臨
床研究支援センターに組織変更し、トランスレーショナル研究の活性化を図っ
た。

・�共同利用研究設備サポートセンターにタンパク質および遺伝子の解析支援と相
談業務を目的としたタンパク質・遺伝子解析室を大学1号館4階に設置した。

・�共同利用研究機器の強化のため、文部科学省補助事業の研究装置および研究設
備に申請し、細胞分離装置（フローサイトメーター）、分子・タンパク質解析設備、

「Nivo マルチモードプレートリーダー」が採択され設置した。
・�新型コロナ禍における研究推進のため、2020年度第2次補正予算「先端研究設備

整備補助事業（研究活動再開等のための研究設備の遠隔化・自動化による環境整
備）」に申請し、オミックスシステムおよび遺伝子解析システムが採択され設置し
た。また、2020年度第3次補正予算「先端研究設備整備補助事業（研究施設・設備・
機器のリモート化・スマート化）」に申請し、摘出臓器試料作成システム、ハイス
ループット組織画像撮影装置、シングルセルイメージング装置およびin vivo組織
イメージング装置が採択され設置した。

・�大学4号館1階に本学で研究開発を実施しようとする企業等の社会実装の進展お
よび充実を図ることを目的にサテライトラボの運用を開始した。

・�企業との共同研究やベンチャー支援推進を図るため、名古屋駅近隣のなごのキャ
ンパスにフジタサテライトオフィスを設置した。

・�COVID-19に関する研究体制を調整、整備して成果を公表することで社会に貢献
するため、藤田Covid-19研究センターを2020年5月1日設立した。

・�愛知県からの依頼を受けて、大学1号館3階に藤田医科大学産学連携推進センター
受託解析ユニット（PCR検査室）を整備し、1日1,500件のPCR検査が実施できる体
制を補助金で整備した（2020年度PCR検査実績12，596件）。また、中部国際空港診
療所にもPCR検査室を設置し、渡航者のPCR検査を開始した。

・�「藤田医科大学病院群共同治験審査委員会」を藤田医科大学病院に設置し、藤田医
科大学病院群である、藤田医科大学病院、藤田医科大学ばんたね病院、藤田医科大
学七栗記念病院、藤田医科大学岡崎医療センターで実施する治験の一括審査を可
能にした。



17

②　力点を置く研究など
・�がん医療研究センターでは、がんゲノム検査を全ての手術症例で実施できる体制

の整備を行い、治療に反映できるゲノム検査の基盤構築を行った。また、定例会議
と基礎腫瘍学のセミナーを実施し、センター全体でトランスレーショナル研究の
推進を行う。

・�国際再生医療センターでは、特定認定再生医療等委員会会議を開催し、膵島移植、
多血小板血漿療法の申請について、審議を行い承認された。

・�治験・臨床研究支援センターでは、大学病院と連携しAIホスピタル構想を推進し
た。また、岡崎医療センターでの治験および臨床研究を進めた。

・�COVID-19関連研究として、低濃度のオゾンガスおよびオゾン水が新型コロナウ
イルスを不活化する効果に関する研究を行った。また、国立研究開発法人日本医
療研究開発機構（AMED）の委託研究「SARS-CoV2感染無症状・軽症患者におけるウ
イルス量低減効果の検討を目的としたファビピラビルの多施設非盲検ランダム
化臨床試験およびファビピラビルを投与された中等症・重症患者における臨床経
過の検討を目的とした多施設観察研究」および、「第三世代RNAワクチン技術を用
いた新型コロナウイルスワクチン第Ⅰ/Ⅱ相試験」について引き続き研究を推進す
る。

・�文部科学省私立大学研究ブランディング事業「高ストレス社会を克服する『精神
神経疾患の最先端研究開発拠点大学』としてのブランド確立」について、研究終了
後の研究成果報告書をまとめて公開した。なお、大学の研究ブランドとしては研
究を継続する。

・�産学連携推進センターでは、安全保障貿易管理体制の整備、アントレプレナー教
育を開始した。また、学内連携エコシステム構築、知財戦力・アライアンス戦略を
行った。

・�特定臨床研究を は じ め と す る 倫理審査活動を 強化し、臨床研究の 活性化を 図っ
た。

・�精神・神経病態解明センターの設置に向けて、コアメンバーによる運営会議で連
携強化を図りつつ、プロジェクトの強化・推進をするためにAMED「脳とこころの
研究推進プログラム（精神・神経疾患メカニズム解明プロジェクト）」へ応募した。

・�精神・神経病態解明センターの設置に向けてミッション・研究基盤を整備した。

③　その他
・�研究成果情報や実施中・計画中の研究情報について、研究力分析ツール（SciVal）を

活用、共同研究に適した内部・外部の研究者や研究トピックを整備し、共同研究を
推進した。

・�研究成果（論文）について、英文での国際プレスリリースを行い、本学やその研究
者のプレゼンスの向上に努めた。また、インパクトについては、研究力分析ツール
を活用し、オルトメトリクススコアで追跡調査を実施した。
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事業報告

・�競争的研究費を含む外部研究費の獲得に向けて、昨年に引き続き科研費アドバイ
ザー制度を実施し、若手研究者への申請支援を行った。

・�研究者の倫理教育を強化するため、倫理セミナー・研究セミナー各2回、コンプラ
イアンスセミナー・利益相反セミナーを各1回開催した。

・�臨床研究における生物統計学的手技・手法・考え方の修得のため、臨床研究統計セ
ミナーを計12回実施した。

・�若手研究者育成と共同研究を推進できる体制を整備するため、精神・神経疾患病
態解明センター準備室が中心となりFUJITAニューロサイエンスセミナーを計6回
開催した。

・�教職員や大学院生が研究やアイデアについて語り合うことを目的に研究シーズ・
ニーズ発表交流会を開催した。

・�医学研究倫理審査委員会の審査件数は615件（前年度比119.9％）、利益相反委員
会の審査件数は825件（前年度比124.0％）、 臨床研究審査委員会の審査件数は48
件（前年度比104.3％）であった。

・�本学申請の医師主導治験「健康成人を対象としたEXG-5003（COVID-19 ワクチン）
の二重盲検プラセボ対照第 I/ II 相臨床試験」が治験審査委員会で承認され、独立
行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）に治験届を提出した。2021年度は被検
者登録を進めていく。

・�米国国立衛生研究所（NIH）が出資して実施する国際共同医師主導治験「An 
International Multicenter, Adaptive, Randomized Double-Blind, Placebo-
Controlled Trial of the Safety, Tolerability and Efficacy of Anti-Coronavirus 
Hyperimmune Intravenous Immunoglobulin for the Treatment of Adult 
Hospitalized Patients at Onset of Clinical Progression of COVID-19（ITAC）」に国
内2施設中の1施設として参加し、8例の被検者登録を行った。

・�本学を代表機関とし全国47医療機関で実施した特定臨床研究「SARS-CoV2感染無
症状・軽症患者におけるウイルス量低減効果の検討を目的としたファビピラビル
の多施設非盲検ランダム化臨床試験」では、極めて短期間での研究の立ち上げを
行い、COVID-19治療薬のランダム化比較試験（PCT）として国内初となる症例登録
完遂と結果公表を行った。
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2  総合医科学研究所

① 　環境整備
・�中核的研究テーマへの人的リソースの集中をはじめとし、研究力をさらに高める

ための環境整備を推し進めた。本年度はCOVID-19の世界的流行を受け、オンライ
ン・リモートでセミナーや打ち合わせを行う体制を整えた。研究所の所属教員・ポ
ストドクターを対象に所長面談を適宜実施し、研究やキャリア等について助言を
行った。ポスト・ドクター１名が他大学に上位ポジションで異動を果たした。研究
所の研究成果発表会（ICMS Research Showcase）において全演題を英語・口演にて
実施した（9月15日）。東京大学ニューロインテリジェンス国際研究機構・チャール
ズ横山教授を講師に招き、トップジャーナルの査読システム等についてのオンラ
イン特別講演「Manuscript Writing for Successful Publication」を開催した。同講
演はSD研修として「ふじた学びばこ」でアーカイブ化し学内での知識共有を行っ
た。

・�本研究所は2015年度に文部科学省「共同利用・共同研究拠点」に認定され「脳関連
遺伝子機能の網羅的解析拠点」として事業に取り組んできた。6年間の期末評価と
してS評価を受けたほか、同拠点事業の2021年度からの再認定を受けた。2018年
度には同省「特色ある共同研究拠点の整備の推進事業～機能強化支援～」に採択
されていたが、これについても再度採択され、2021年度以降も同事業を継続し実
施する。

・�神経・腫瘍のシグナル解析プロジェクト研究部門について研究室等のセットアッ
プを実施中。

②　力点を置く研究など
・�分子遺伝学研究部門では次のような取り組みを行った。ヒト染色体構造異常、ト

リソミーなどの染色体異数体の発生メカニズムの解明につながるモデル系開発。
不妊・習慣流産のゲノム解析による発生メカニズムの解明。希少疾患の新規責任
遺伝子の同定。

・�難病治療学研究部門では、筋萎縮・ 筋肥大を担う長鎖非翻訳核酸の機能解析を進
めた。また、サルコペニア、難治性筋疾患の病態生理解明と治療法探索、および、神
経管閉鎖不全を呈する新規二分脊椎モデルの作出と解析を行った。タンパク質メ
チル化やユビキチン様分子による翻訳後修飾因子の解析を推進した。

・�遺伝子発現機構学研究部門では、新しいスプライシング必須因子SPF45の同定に
成功し、それは新しいタイプのヒトの短いイントロンの存在証明となった（Nature 
Commun. 誌で 修正稿の 査読中）。癌特異的なmRNA再ス プ ラ イ シ ン グ 抑制因子
としてのエクソン接合部複合体（EJC）の同定に成功し、EJCの新しいmRNA品質
管理機能を提唱した（Int. J. Mol. Sci. 誌で査読中）。PSAP複合体の構成成分である
RNPS1が、U1 snRNPと結合するLUC7L3因子と相互作用し、正しいスプライシン
グを誘導していることを明らかにした（名古屋大学医学部・大野欽司教授との共
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同研究）。これは、現在論文投稿に向けて準備中である。
・�システム医科学研究部門では、網羅的行動解析、行動表現型データベースの構築・

改良、大規模網羅的行動解析データを用いたメタ解析、in vivo神経活動イメージン
グ、光遺伝学等の技術を組み合わせた、精神疾患の中間表現型および、その分子基
盤の解明について取り組みを進めた。

・�神経・腫瘍のシグナル解析プロジェクト研究部門においては、アセチルコリン等
のニューロモジュレーターの作用機構と精神疾患および認知症における役割の
解明を進めた。癌細胞と癌幹細胞のリン酸化シグナルを比較解析することによ
り、癌幹細胞の特異的な性状の解明を進めている。

③　その他
・�総合医科学研究所では例年、地域の小学〜高校生を対象とし、最先端の医科学の

トピックについて分かりやすく紹介し、小実験やディスカッションを通じ研究に
触れてもらう「メディカル・サイエンス・カフェ」を企画・実施している。夏期に第8
回企画を開催予定であったが、COVID-19感染予防のため開催を中止した。

・�分子遺伝学研究部門では、11月18日〜12月2日に日本人類遺伝学会第65回大会
を「Co-production of genomic medicine by researchers, patients and public」と
いうテーマのもと開催した。当初、名古屋国際会議場にて開催予定であったが、
COVID-19感染予防のためオンライン開催で行った。部門教授が大会長を務めた。

・�難病治療学研究部門は、第93回日本生化学会大会のシンポジウム企画および第43
回日本分子生物学会年会のワークショップ企画に協力するとともに招待講演を
行った。本学のSRP（ステューデント・リサーチャー・プログラム）で医学部学生を
受け入れ、研究指導を開始した。

・�遺伝子発現機構学研究部門は、国際学会RNA Society Meeting（カナダ）とGordon 
Research Conference: Post-Transcriptional Gene Regulation（米国）に出席し、発表
を行う予定であったが、COVID-19の世界的流行に伴い後者は中止、前者はオンラ
イン開催となった。豊明市の大学市民講座において「生きものみんなが持ってい
て､みんな違うもの〜遺伝子（DNA）って何だろう？」と題した講義は、当初9月26
日に予定されていたが2月6日に延期され、無事開催された。40〜80歳代の市民6
名が出席した。

・�システム医科学研究部門は、第43回日本神経科学大会の関連企画としてオンライ
ンで開催された市民公開パネルディスカッション「2050年の脳科学と社会」（8月
2日）の企画・運営に協力した。日本神経科学学会、日本神経化学会、日本神経精神
薬理学会の3学会合同企画としてオンラインにて開催した研究者の交流イベント

「脳科学サロン」（8月15日、10月10日）の企画・運営に協力した。
・�リサーチ・アドミニストレーター（URA）はプレ・アワードとして各種申請書作成の

支援や、ポスト・アワードとして論文作成やプレス・リリースにおける支援を行っ
た。研究所の研究成果発表会（ICMS Research Showcase）の企画・運営を支援した
ほか、英語・口演でのジャーナルクラブをおよそ月一度の頻度で開催した。教員
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やポスト・ドクター等の英語力・プレゼンテーション能力の向上を目指した。9月
25日開催の 同会で は、永津俊治・医学部ア ド バ イ ザ ー/名誉教授が「The Science 
of Prof. Dr. Keisuke FUJITA: Founding President of FUJITA GAKUEN and FUJITA 
HEALTH UNIVERSITY」と題し藤田啓介総長の研究の軌跡について講演。SD研修と
して「ふじた学びばこ」でアーカイブ化し、学内での知識共有を行った。
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医療・福祉

1  藤田医科大学病院（第1教育病院）

①　世界水準を保った質の高い先進的な医療の安全な提供
・�「医療の質と患者安全の継続的な改善」を目的とした国際的な医療機能評価であ

るJoint Commission International（JCI）の新基準（7th Edition）での2021年認定更
新に向けて、JCIコンサルタントによるサーベイを実施し、課題の整理を行った。
2020年10月にはJCIコンサルタントによるon site でのモックサーベイを受審予
定であったが、COVID-19の影響により、WEBによるモックサーベイに変更した。
JCI教育プログラム以外は、今までの経験を生かし、院内でのサーベイチームによ
る自己点検を実施し、現状評価と課題の整理を行った。

・�手術支援ロボットによる年間手術件数610件を到達目標とした。3台のダビンチXi
をフル稼働させた結果、目標を大幅に上回り、年間726件と予算到達した。また、手
術室においては23室の手術室を有効活用させ、年間13,450件（精神科を除く）を
目標に掲げたが、COVID-19の影響により年間12,898件で予算未達であった。しか
し、高単価の手術増加により手術室手術収入は予算を上回る結果となった。ERへ
のアンギオCT設置を検討していたが、既存の低侵襲診断治療センター内のハイブ
リッド手術室を活用することで、今年度の設置は見送った。中央手術室からハイ
ブリッド手術室へのアクセス向上を図るために、ホスピタルスパイン3階と低侵
襲診断治療センター3階に渡り廊下の設置を行った。

・�FNP（藤田ナースプラクティショナー）を20名体制に増員。院内配置する診療科を
拡大し、活躍の場を広げ、タスク・シフティングの推進を図り、医師の働き方改革
の一翼を担った。配属した各診療科での評価も高く、各診療科から配属増員の要
望も多いため、2021年度に向けて増員による体制強化を図っていく予定である。

・�看護師による特定行為区分研修を修了した特定看護師を院内に5名配置し、活動
を開始した。医師の業務の一部を担うチーム医療のキーパーソンとして医師の業
務負担の軽減を図った。

・�病院群中央診療部門組織連携改革の一環として、検査情報システムを導入し、経
費削減や人材の有効活用、大学との連携強化を実現させた。また、病院群検査機器
や試薬の統一化により、臨床研究を推進する体制も構築され、臨床研究を増加さ
せた。�  
大学病院間での手術器材共有化については、本院・岡崎医療センター間は完了、本
院・ばんたね病院間では一部の診療科以外は完了しており、標準的で効率的な器
材管理の実現を図った。

・�がんセンターでは、ゲノム診断フローや検査体制の整備を行い、がん遺伝子パネ
ル検査の診療や臨床研究を開始した。また、患者に対し最適な治療方法を選択し
提供するための診療クラスターの構築を進めている。
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②　�フロンティア精神を持って「医療の質」「国際化」「地域医療」でのリーダーシップを発
揮

・�診療待ち時間、院内薬局の待ち時間、会計の待ち時間、検査の待ち時間を短縮させ
るために、検査予約の中央化や外来診療予約枠の見直し・適正化等の患者満足度
向上のための取り組みを進めた。

・�国際医療センター（IMC）では、FEC（フジタエグゼクティブクラブ）会員へのサ
ポ ー ト 体制を 強化し、新た に98名の 会員を 増加さ せ た。FEC会員の 健診受診者
を 昨年度よ り 約2倍に 増加さ せ た が、イ ン バ ウ ン ド 事業に お け る 受診患者は、
COVID-19の影響により減少となった。

・�地域医療連携推進法人尾三会の 事業へ 中心的な 役割と し て 参画し た。2020年度
は、岡崎地区や半田地区等の3法人も加わり、スタート時の22法人から32法人に
拡大した。参加法人の要望に応じ、COVID-19対応について医師や看護師の派遣を
行った。

・�病院1号棟・2号棟解体後、患者や職員の利便性向上のためのアメニティ（生活利便
性）施設等の設置や職員用更衣室設置等の検討を開始した。

③　経営基盤の安定
・�目標値やアクションプランの設定を行い、COVID-19の影響があったにもかかわ

らず、高単価の手術件数増に伴う手術室手術収入の増加や外来薬物療法センター
における患者数増加などにより、医療収入目標を達成させた。また、手術室におけ
る診療材料の適正化や診療材料の価格低減による費用削減の取り組みも実施し
ており、2021年度も継続的に行っていく。

・�COVID-19の感染拡大を受け、感染予防対策のための機器設置、院内の感染対策の
徹底、職員の感染対策の徹底・啓発の実施により、1,300人を超えるCOVID-19の感
染患者（疑い含む）の受け入れを行った。年間を通して、院内二次感染発生はなく、
安全な医療体制が継続できた。

2  藤田医科大学ばんたね病院（第2教育病院）

①　高度かつ安全な医療を提供し地域から信頼され地域と共生する病院づくり
・�10月より救急科に新教授が赴任すると同時に2名増員し3名体制となった。CPA等

の重症患者の受け入れとともに、救急科として入院患者の治療を開始した。下半
期のCPA搬送数は18件、救急科1日平均入院患者数は4名であった。

・�手術室増加を含む新棟建設計画を策定し、手術室拡張（5→7室）が決定した。�  
�2021年4月より着工、2023年8月に竣工予定。

・�麻酔科と連携し、手術枠の見直し等を行い、全身麻酔手術の件数が増加した。
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・�各教育病院で運営していた中央材料室の業務を見直し、藤田の「標準的で効率的
な器材管理」を実現するために、器材の管理を豊明校地の滅菌センターに集約。中
央材料室の運営規模の縮小を図った。

②　患者満足度（CS）、職員満足度（ES）の向上
・�職員の身だしなみ改善のために、各部門の「服装・整容マニュアル」を改訂した。�  

また、各部署の接遇を改善するためのエチケットリーダーを設け、接遇研修を実
施し、現場での接遇改善に取り組んだ。

・�COVID-19の蔓延という不安を抱いている中でも、季節を感じてもらうために、花
火やクリスマス、ひな祭りなどの飾りつけを行った。

・�入院患者満足度調査では、92%が「総合的に満足している」と回答し、医師・看護師
の説明については、2019年度よりさらに改善し、90％以上が満足している結果と
なった。入院中に不快と感じた「音」に対して、点滴スタンドの確認とともに、買い
替え購入を推進した。

・�外来患者満足度調査では、92%が「総合的に満足している」と回答し、医師・看護師
の説明については2019年度より改善し、74％以上が満足しているという結果と
なった。最も低かったのが「診察の待ち時間」であり、46%であった。外来が仮設棟
に移転することが予定されており、改善への取り組みが課題となった。

・�職員満足度調査を2020年度も実施した。調査結果では、74％の職員が働きがいを
感じていることが分かった。上司との関係性や職場環境に関する項目は平均79％
が良好と回答した一方で、「給与の妥当性」に対しては57％が満足していないこと
が分かった。休暇制度の認知度は低く、看護休暇の半日取得については59%、育児
に関する休暇制度は47％が知らないとの回答であったため、今後、職員へ休暇制
度について周知していく必要がある。

・�職員休憩室に対する改善要望が多く、2020年度は湯沸かしポットと壁掛け時計の
設置を行った。

・�院内コンサートは、COVID-19感染拡大の影響により開催を見送った。

③　働き方改革の取り組みとして 
・�過重労働を未然に防止し、有給休暇が取りやすい勤務環境を目指す。�  

2020年度は、超過勤務が80時間を超える長時間労働者は0名となり良い結果と
なったが、有給休暇の平均取得日数は2019年度：13.3日、2020年度：13.8日と微
増となり、2021年度は15日以上取得できるよう目指していきたい。

・�女性の活躍推進の話し合いの場を設け、将来に向けた取り組み・体制を検討する。　　
COVID-19流行の影響により、対面する話し合いの場（食事会等）を設けることが
できなかった。次年度はリモートによる話し合いの場を設けたい。

・�働きやすい環境づくりとしてさらなる休憩室、食事スペースの充実を図る。�  
職員休憩室に、ゆっくりとくつろげるカフェスタイルをイメージとしたテーブル
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と椅子を購入し増設を行った。

④　地域への貢献活動 
・�地域の医療機関との「顔の見える連携」を実践すべく、講演活動において「COVID-19」

の感染拡大防止として、新たにオンライン形式による開催環境を整備し、各種講
演会を積極的に開催した。�  
病診連携学術講演会（WEB講演）開催回数　1回/年�  
医局関連講演会（退職記念講演会等）　開催回数　4回/年�  
尾頭橋虹の会（WEB研修会）　開催回数　2回/年

・�地域の医療機関に対する訪問活動について、外部企業の解析ツールを用いた、医
療収入や紹介実績・医療機関情報等の多角的な要素から訪問先を選定し、訪問後
に効果検証を行うことで、PDCAサイクルに基づいた「効率的・効果的な訪問活動」
の立案を行った。

・�8月より渡航者を対象とした「PCR検査」を開始。中華人民共和国や米国ハワイ州と
提携を結び、PCR検査をはじめとした各種検査を400件以上実施し、陰性証明書の
発行を行った。

・�行政と連携し、感染対策を講じながらCOVID-19患者を1,000人以上受け入れ、陽
性患者の入院治療を行った。

⑤　経営基盤の安定  
・�病院経営改善の一環として活動してきた内容を継続し、病院の収益向上を図っ

た。 
１. �手術室有効利用 手術室手術件数目標 3,320件  �  

手術室件数：3,161件（目標比▲159件）�  
全身麻酔件数：1,942件（目標比+73件）

２. �オペラマスターによる手術室収益管理 �  
手術総収入：13,572万円（目標比＋1,258万円）�  
1例平均収入：57万円（目標比＋6万円）�  
1件あたりの診療材料費：190,983円（目標比▲19,597円）

３. �重症度、医療・看護必要度向上 30％以上（必要度Ⅱ） �  
2020年度看護必要度：30.7％（2月末実績）

４. �救急部門強化 救急搬送件数 4,100件 入院率 35％�  
搬送件数：3,568件（目標比▲532件）　入院率：33.4％（目標比▲1.6％）�  
内入院：1,192件（目標比▲243件）

５. �医療連携強化 紹介件数 13,600件 入院率 20％�  
紹介件数：11,131件（目標比▲2,469件） 入院率：25.2％（目標比+5.2％）�  
紹介入院件数：2,809件（目標比+89件）　
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・�4～6月はCOVID-19の影響を受け、入院延患者数は前年比9.5％減少したものの、
7月からは回復し、7～3月累計では前年比2.1％増加した結果、2020年度累計では
前年比0.7％減でほぼ同数となった。一方で、全身麻酔手術件数、紹介入院患者数
は 過去最多と な り、入院単価は68,937円（2月末時点）（前年比+5,552円、+8.8％）
と大きく増加した。�  
外来延患者数も前年比9.5％減少したが、内視鏡やMRI件数の増加等により、外来
単価は12,558円（2月末時点）（前年比+410円、+3.4％）と 増加し た 結果、医療収入
の合計は前年を上回った。�  
また急性期一般入院基本料 1 および総合入院体制加算 3 等の算定を維持すると
と も に、1月よ り 夜間100対1急性期看護補助体制加算・夜間看護体制加算の 届出
を行い（約850万円/月 増収）、医療収入の増加を図った。

⑥　その他 
・�患者、職員の安全確保のための防犯訓練については、COVID-19の影響により、実

地訓練に代わり「ふじた学びばこ」にて資料配信とした。

3  藤田医科大学 七栗記念病院（第3教育病院）

①　質の高い安全な医療の提供と医療連携
・�病院機能評価〈高度・専門機能 リハビリテーション（回復期）〉を受審し、今回も認

定を得た。その後さらなる向上を目指し、退院後の生活を見据えたアプローチな
どの指摘された課題に取り組んだ。

・�歩行やバランスのロボットリハビリテーションに関する当院での研究、リハビリ
テーション医学I講座との共同研究を進め、順調に症例数を増やすとともに、日常
臨床での活用を促進した。

・�一般病棟担当の療法士を5名配置し、回復期対象外のリハ患者にも土日祝日にリ
ハビリテーションを実施できる体制を整備した。

・�緩和ケア病棟、一般病棟を駆使して、ハイブリッド緩和ケア（抗がん剤、CART、栄養
管理などとの組み合わせ）やがん術後リハビリテーション治療を行った。訪問事
業部とも連携し、短期退院患者の在宅での点滴加療や状態悪化に伴う再入院など
をスムーズに行った。

・�基幹型認知症疾患医療センターの三重大学医学部附属病院とともに三重県内認
知症地域診療ネットワークを推進し、血管性認知症の入院リハビリテーションプ
ログラムを創り、訪問看護や地域ケアマネージャーとの連携を拡大しつつ血管性
認知症患者の入院診療を開始した。

・�県内の主要急性期病院が参加している三重脳卒中医療連携研究会を主体的に運
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営し、転院患者情報交換のためのオンラインラウンドテーブルディスカッション
システムを発案運用するなど、脳卒中病病連携を積極的に進めた。

・�専門・認定看護師等のスキルの高い看護師を2名増加させ、各部署で看護部のみな
らず院内職員の教育等も行い、医療の質を向上させた。

・�訪問事業（訪問看護、訪問介護、居宅支援事業）を津市大門に開設し、三重大学医学
部附属病院・三重中央医療センターなど70カ所と連携した。近隣医院・診療所10カ
所と事例検討会を開催してつながりを深めた。隣接する10カ所の地域包括支援セ
ンターから30件の紹介を受けて市民の生活を支援した。

・�津市より受託した津中央地域包括支援センターにて地域ケア会議を13回実施し、
敬和地区民生委員と橋内地区民生委員との会議に月1回出席して連携を深めた。
地域に浸透するために『地域包括便り』を月1回発行し、担当地区に津市の広報誌
と同時に回覧をした。また一般市民に対する健康教室や介護支援専門員に対する
研修、認知症サポーター研修、生活・介護支援サポーター研修やサロンへの出前講
座を実施した。

②　患者サービス・医療療養環境の改善
・�CS・ES委員会の活動を強化し、新たにリモートコネクション戦略を立案して担当

チームを発足させ、各教育・公共施設とコラボ企画を行い、遠隔演奏会などのサー
ビス提供を進めた。また院内活動として『Nanakuriニュースレター』の作成、環境
美化・緑化の拡充・景観美化、近隣の久居農林高等学校園芸科との協働を通じて"癒
し環境"の実現に努めた。患者・職員満足度調査を実施し、意見・結果をもとにオン
ライン面会や休憩室の充実などを行って満足度を向上させた。

・�津市他と連携して毎年実施している市民公開講座の開催はCOVID-19感染対策と
して見送られたが、津市との連携協定締結を目指してリモート開催を津市に提案
した。また津市委託事業「元気アップ教室」を開催し36名の方に参加を得た。2021
年度からの津市転倒予防教室（認知症予防教室）の開催準備を行った。

・�急性期病院からの規模の大きな病院見学ツアーは自粛し、感染対策に十分留意し
つつ、見学希望のあった医療施設からの6名を受け入れた。オンライン見学ツアー
が可能となるよう体制整備を進めている。

・�地域住民に向けた啓発活動として対面にて地域講演会を3回、出前講演会を1回開
催し、ハイブリッドオンラインセミナー形式で七栗リハビリテーションセミナー
を2回、七栗緩和ケアセミナーを1回開催した。

・�病院機能の安全・安定的なエネルギー供給のために、10カ年設備更新計画に基づ
き、給水ポンプを更新、各部署の照明をLEDに更新した。�  
漏水対応のための防水工事、換気扇やロスナイの清掃工事、その他病棟床補修や
洗面撤去等を行い、自営で本館の壁面塗装や宿舎ななくりの室内壁塗装等を行い
環境改善に努めた。

・�徹底的に健康管理を行い、感染対策を講じた上で、鈴鹿医療科学大学薬学部の学
生実習3名、管理栄養士の学生実習4名、本学保健衛生学部リハビリテーション学
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科理学療法・作業療法専攻2年・3年の実習生105名、三重大学医学部看護学科の統
合実習基礎看護学実習生8名を受け入れた。

③　経営基盤の安定
・�2020年4月診療報酬改定で要件が厳格化された実績指数基準を上回って回復期

リハビリテーション病棟入院料1の基準を満たし、また患者一人当たり8.3単位の
リハビリテーションを提供した。

・�入退院支援室での看護部の役割を明確にし、かつ病棟での病床管理・維持の取り
組みを行うことで入院稼働率が維持できた。入退院支援加算の条件を整えて算定
を開始した。専門・認定看護師の関わる診療報酬算定のためのシステムを構築す
ることができた。

・�新たにながくら整形外科とやまなか脳神経クリニックとMRI業務委託契約を締結
し、MRI外部受託施設数を8施設に増やした。

・�薬剤費用を3.9％、食材/材料費を3.6％削減できた。滅菌医療器材料等の第1教育病
院委託については再検討の結果、コスト面で問題が残り、今後の継続課題とした。

・�訪問介護の事業所加算2は条件が整わず算定に至らなかった。訪問看護の利用者
が11月以降漸増し、3月には計画時の想定利用者数の95%に達して訪問事業部収
入は9,400万円となった。

・�地域包括支援センターの介護予防プラン作成は574件/年、相談件数実数は2,700
件/年と開設時目標を達成し、2021年度のさらなる増加に向けて、地域での啓発活
動に注力した。

4  藤田医科大学 岡崎医療センター（第4教育病院）

①　質の高い安全な医療の提供と医療連携
・�2020年度は年間5,307件の救急車の受け入れを行った。当初目標の7,000件には

届かなかったが、コロナ禍での緊急事態宣言により西三河南部東医療圏域全体の
救急搬送件数が減少していたことが大きく影響したものと考える。

・�救急隊別搬送件数は、岡崎消防南分署が1,523件（23.7％）、幸田消防が710件
（13.4％）、岡崎消防中消防本署、岡崎消防青野出張所が同数で703件（13.2％）の順
となった。岡崎消防全分署と幸田消防の合計搬送件数は4,934件であり、当院の救
急搬送受け入れ件数の93.0％を占めていた。また、圏域外からの救急搬送につい
ても、当圏域に隣接する西尾消防、安城消防、蒲郡消防からの救急搬送患者の受け
入れが徐々に増加してきている。

・�ウォークインを含めた救急外来患者数は年間9,651名であり、時間内・時間外を問
わず軽症から重症患者まで幅広く受け入れを行った。
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・�2019年度の 消防統計で は 圏域外へ の 搬送が21.1%で あ っ た が、当院開院後の
2020年度においては10.8％と10.3ポイント改善している。特に安城、西尾方面へ
の圏域外搬送が大きく減少しており、岡崎市南部・幸田地域の救急救命体制に変
化が認められた。前述のとおり、当院は岡崎市南部・幸田地域を中心に圏域内発生
患者の約33%を受け入れており、圏域外への患者流失を減らす、といった岡崎市・
幸田町・岡崎市医師会の要望に応え貢献できているものと考える。

・�COVID-19対応では重点医療機関として39床を確保し、岡崎市、幸田町のみならず
愛知県全域から年間227名の受け入れを行った。

・�2020年の総手術件数は2,510件であり、うちダビンチによる手術は158件であっ
た。ダビンチについては2020年5月から呼吸器外科領域（胸腺腫）、6月から呼吸器
外科領域（縦隔腫瘍）、7月か ら 呼吸器外科領域（肺が ん）、消化器外科領域（直腸が
ん）、泌尿器科領域（前立腺がん、腎がん）、8月から婦人科領域（子宮筋腫）、1月から
消化器外科領域（胃がん）、のロボット支援手術が保険適応となり、3月末時点で全
12のロボット支援手術手技が保険診療可能となった。

・�年間全手術件数は目標5，000件に届かなかったが、全手術中3/4以上が全身麻酔
手術、その1/3以上が手術点数5万点以上の高難度手術で構成され、ダビンチ以外
にも腹腔鏡、胸腔鏡による低侵襲手術が多く実施されて、地域中心施設としての
認知が得られてきている。

・�急性期からのリハビリテーションについては、脳血管、運動器、呼吸器、心大血管
の各疾患別リハビリテーションを積極的に行い、入院患者へのリハビリ提供率は
約40.0%となっている。

②　医療・介護・福祉施設との連携による藤田岡崎モデルの構築
・�岡崎市、幸田町の 医療機関を 中心に 医療連携室員が757回の 施設訪問を 行っ た。

施設訪問では地域連携ガイドブックを用いて当院各診療科の紹介、WEB予約シス
テムやIDリンクの説明を行い、10月からは各診療科の最新情報を記したニュース
レターを発刊し情報発信を積極的に行った。前方連携における紹介件数は10,793
名、逆紹介件数は6,562名、紹介率77.0％、逆紹介率47.2％であった。

・�下半期には岡崎市、幸田町における重点医療機関の再訪問に加え、隣接自治体で
ある西尾市、蒲郡市、安城市、豊田市などの医療機関への訪問も開始した。

・�後方連携では回復期リハビリテーション病院、介護施設、在宅医、訪問看護ステー
ション、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等、231施設と903名の連携
を行った。

・�訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所については急性期医療から介護・福
祉へのシームレスかつスムーズな連携を実現させるため、地域包括ケア中核セン
ター幸田岡崎サテライトを中心に地域の介護・福祉施設との連携を積極的に行っ
ている。
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③　藤田文化の輸出と安心安全で優しさを兼ね備えた高度な医療の提供
・�2020年4月7日、医師82名、看護師293名、薬剤師28名、臨床検査技師22名、臨床

工学技士6名、診療放射線技師18名、療法士15名、事務79名、その他79名含め総勢
622名で開院した（非常勤除く）。

・�上記スタッフは第1教育病院、第2教育病院からの異動者が大多数を占めており、
JCI・病院機能評価を経験した職員が異動することにより開院当初から高い医療水
準と最良のホスピタリティを提供した。また、連携型臨床研修施設として研修医
の受け入れも行っており、2020年度は常時5名の研修医が第4教育病院ER、内科で
の初期研修を行った。

・�年間を通し、1日平均入院患者数は278名、外来患者数は275名。上半期はコロナ禍
における緊急事態宣言の影響からか救急搬送や紹介患者が少なく、当初予想を下
回る立ち上がりであった。下半期については1日平均入院患者数332名、外来患者
数341名となり、病床稼働率は約83.0％となった。
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学校法人の沿革

1964（昭和39）年09月24日	 学校法人藤田学園設立

	 同時に南愛知准看護学校設置認可、同年10月開校

1965（昭和40）年04月01日	 南愛知准看護学校4月入学に変更

1966（昭和41）年01月25日	 名古屋衛生技術短期大学 衛生技術科設置認可、同年4月開学

1966（昭和41）年06月04日	 名古屋医学技術専門学院（夜間）厚生省が国家試験受験資格を

認め、衛生検査技師養成所として指定、同年10月開学

1968（昭和43）年03月15日	 名古屋保健衛生大学 衛生学部衛生技術学科、衛生看護学科設

置認可、同年5月開学

1968（昭和43）年03月21日	 南愛知高等看護学院設置（厚生省指定）、同年4月開校

1971（昭和46）年10月01日	 藤田学園名古屋保健衛生大学ばんたね病院（第2教育病院） 

開設

1971（昭和46）年11月22日	 名古屋保健衛生大学 医学部医学科設置認可、

	 1972（昭和47）年4月開学

1972（昭和47）年04月01日	 名古屋保健衛生大学 総合医科学研究所開設

1972（昭和47）年11月01日	 藤田学園名古屋保健衛生大学病院（第1教育病院）開設許可

1973（昭和48）年05年29日	 藤田学園名古屋保健衛生大学病院（第1教育病院）開設

1973（昭和48）年12月15日	 藤田学園生薬研究塾開所 施設全体を「七栗学綜」と命名

1978（昭和53）年03月24日	 名古屋保健衛生大学 大学院医学研究科 形態系、機能系、

	 保健衛生系、内科系、外科系各専攻課程設置認可、同年5月開学

1979（昭和54）年04月05日	 名古屋保健衛生大学 救命救急センター開設

1983（昭和58）年02月19日	 南愛知准看護学校（各種学校）と南愛知高等看護学院を統合し

て藤田学園看護専門学校と改称、専修学校として設置認可

1983（昭和58）年04月01日	 藤田学園看護専門学校 医療専門課程看護科、医療高等課程看

護科開校

1984（昭和59）年06月01日	 大学、短期大学の名称をそれぞれ藤田学園保健衛生大学、藤田

学園衛生技術短期大学に変更、 名古屋医学技術専門学院の名

称を藤田学園医学技術専門学院に変更、 藤田学園名古屋保健

衛生大学病院の名称を藤田学園保健衛生大学病院に変更、 藤
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田学園名古屋保健衛生大学ばんたね病院の名称を藤田学園保

健衛生大学ばんたね病院に変更

1984（昭和59）年12月27日	 藤田学園衛生技術短期大学専攻科衛生技術専攻設置認可、

	 昭和60年４月開学

1986（昭和61）年01月30日	 総合コンピュータ プログラミング専門学校 工業専門課程設

置認可、同年4月開校

1986（昭和61）年12月20日	 藤田学園保健衛生大学ばんたね病院の名称を藤田学園保健衛

生大学坂文種報德會病院に変更

1986（昭和61）年12月23日	 藤田学園保健衛生大学 衛生学部診療放射線技術学科設置認

可、1987（昭和62）年4月開学

1987（昭和62）年03月18日	 藤田学園保健衛生大学大学院 医学研究科分子医学系専攻課

程設置認可、同年4月開学

1987（昭和62）年04月01日	 藤田学園医学技術専門学院4年制度に変更

1987（昭和62）年04月20日	 藤田学園保健衛生大学七栗サナトリウム開設、「七栗学綜」の

呼称を「七栗校地」に変更

1991（平成03）年04月01日	 大学、短期大学、専門学校の名称をそれぞれ藤田保健衛生大

学、藤田保健衛生大学短期大学、藤田保健衛生大学看護専門学

校、藤田コンピュータ専門学校に変更、藤田学園保健衛生大学

病院の 名称を 藤田保健衛生大学病院に 変更、藤田学園保健衛

生大学坂文種報德會病院の名称を藤田保健衛生大学坂文種報

德會病院に変更、藤田学園保健衛生大学七栗サナトリウムの

名称を藤田保健衛生大学七栗サナトリウムに変更

1992（平成04）年03月25日	 藤田保健衛生大学リハビリテーション専門学校 医療専門課

程 理学療法科 作業療法科設置認可、同年4月開校

1992（平成04）年12月21日	 藤田保健衛生大学短期大学 専攻科衛生技術専攻を廃止、臨床

工学技術専攻を設置認可、1993（平成05）年4月開学

1995（平成07）年10月01日	 生薬研究塾は総合医科学研究所に編入され、藤田記念生薬研

究塾研究部門となる

1995（平成07）年12月22日	 藤田保健衛生大学短期大学 医療情報技術科設置認可、1996

（平成08）年4月開学

1996（平成08）年01月31日	 藤田コンピュータ専門学校 工業専門課程 学生募集停止

1997（平成09）年04月24日	 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療高等課程 学生募集停止
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1997（平成09）年05月16日	 藤田コンピュータ専門学校 廃止

1997（平成09）年10月29日	 藤田学園医学技術専門学院 学生募集停止

1998（平成10）年04月01日	 藤田記念生薬研究塾研究部門は藤田保健衛生大学藤田記念生

薬研究所に改組

1999（平成11）年06月30日	 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療高等課程 廃止

1999（平成11）年12月09日	 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療専門課程 2年課程学生

募集停止

1999（平成11）年12月14日	 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療専門課程 3年課程開設、

2000（平成12）年4月開学

2000（平成12）年12月21日	 藤田保健衛生大学 大学院保健学研究科 保健学専攻（修士課

程）設置認可、2001（平成13）年4月開学

2001（平成13）年03月30日	 藤田学園医学技術専門学院 廃止 臨床検査技師養成所として

の指定取り消し

2002（平成14）年04月01日	 藤田保健衛生大学看護専門学校 医療専門課程 2年課程 廃止

2003（平成15）年04月10日	 藤田保健衛生大学 衛生学部リハビリテーション学科 理学療

法専攻・作業療法専攻設置届出、2004（平成16）年4月開学

2004（平成16）年04月01日	 藤田記念生薬研究所の名称を藤田記念七栗研究所に変更

2004（平成16）年05月17日	 藤田保健衛生大学リハビリテーション専門学校 医療専門課

程 学生募集停止

2005（平成17）年02月01日	 藤田保健衛生大学 中部国際空港診療所開設

2007（平成19）年03月31日	 藤田保健衛生大学リハビリテーション専門学校 医療専門課

程 廃止

2007（平成19）年04月24日	 藤田保健衛生大学 医療科学部臨床工学科設置届出、2008（平

成20）年4月開学

2007（平成19）年07月03日	 藤田保健衛生大学短期大学 衛生技術科、医療情報技術科 学生

募集停止

2007（平成19）年12月03日	 藤田保健衛生大学 医療科学部医療経営情報学科設置認可、

2008（平成20）年4月開学

2008（平成20）年04月01日	 藤田保健衛生大学 衛生学部の名称を医療科学部に変更し、衛

生学部の衛生技術学科、衛生看護学科、診療放射線技術学科の

名称をそれぞれ医療科学部の臨床検査学科、看護学科、放射線

学科に変更
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2009（平成21）年04月20日	 藤田保健衛生大学短期大学 専攻科臨床工学技術専攻 学生募

集停止

2010（平成22）年05月21日	 藤田保健衛生大学短期大学 廃止

2013（平成25）年02月01日	 藤田保健衛生大学地域包括ケア中核センター（医療・福祉業）

開設

2014（平成26）年10月31日	 藤田保健衛生大学 大学院保健学研究科 医療科学専攻（博士後

期課程）設置認可、2015（平成27）年4月開学

2016（平成28）年01月01日	 藤田保健衛生大学七栗サナトリウムの名称を藤田保健衛生大

学七栗記念病院に変更

2017（平成29）年04月01日	 学内研究組織再編により藤田保健衛生大学藤田記念七栗研究

所を藤田保健衛生大学研究支援推進センターに統合

2017（平成29）年12月27日	 藤田保健衛生大学 大学院医学研究科医学専攻（博士課程）設

置届出2018（平成30）年4月開学

2018（平成30）年04月18日	 藤田保健衛生大学 医療科学部看護学科、リハビリテーション

学科、臨床検査学科、臨床工学科、医療経営情報学科学生募集

停止

2018（平成30）年04月24日	 藤田保健衛生大学 保健衛生学部看護学科、リハビリテーショ

ン学科設置届出、2019（平成31）年4月開学

2018（平成30）年10月10日	 大学、専門学校の名称をそれぞれ藤田医科大学、藤田医科大学

看護専門学校に 変更、藤田保健衛生大学病院の 名称を 藤田医

科大学病院に 変更、藤田保健衛生大学坂文種報德會病院を 藤

田医科大学ばんたね病院に変更、藤田保健衛生大学七栗記念

病院の名称を藤田医科大学七栗記念病院に変更

2019（平成31）年03月05日	 藤田医科大学看護専門学校 学生募集停止

2019（平成31）年04月01日	 藤田医科大学研究支援推進センターの名称を藤田医科大学研

究支援推進本部に変更

2019（令和元）年11月19日	 藤田医科大学大学院医学研究科医科学専攻（修士課程）設置認

可、2020（令和2）年4月開学

2020（令和2）年04月01日	 藤田医科大学七栗記念病院訪問事業部開所

2020（令和2）年04月07日	 藤田医科大学岡崎医療センター開設

2020（令和2）年08月01日	 藤田医科大学地域包括ケア中核センター幸田岡崎サテライト

開所
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学校法人の概要

1  �設置する学校・学部・学科等の入学定員、学生数等の状況�  
（2020年5月1日現在）

（単位：名）

学校名 学部・学会名
開設
年度

入学
定員

志願
者数

合格
者数

入学
者数

編入学
定員

編入学
者数

収容
定員

現員

藤田医科大学
大学院

医学研究科 博士課程 Ｓ53 52 40 39 39 — — 208 159

医学研究科 修士課程 Ｒ2 5 4 4 4 — — 5 4

保健学研究科
医療科学専攻
博士後期課程

Ｈ27 8 11 11 11 — — 20 32

保健学研究科
保健学専攻
修士課程

Ｈ13 50 70 62 61 — — 100 111

大 学 院 計 — 115 125 116 115 — — 333 306

藤田医科大学

医学部
　医学科

Ｓ47 120 3,455 330 120 — — 715 732

医療科学部 Ｓ43 230 1,896 802 237 — — 990 1,043

　医療検査学科 Ｈ31 140 973 460 144 — — 280 281

　臨床検査学科 Ｓ43 — — — — — — 240 275

　放射線学科 Ｓ62 90 923 342 93 — — 290 308

　臨床工学科 Ｈ20 — — — — — — 100 95

　医療経営情報学科 Ｈ20 — — — — — — 80 84

保健衛生学部 Ｈ31 250 2,158 994 260 — — 930 990

　看護学科 Ｓ43 135 1,380 675 140 — — 510 541

　リハビリテーション学科 Ｈ16 115 778 319 120 — — 420 449

大 学 計 — 600 7,509 2,126 617 — — 2,635 2,765

藤田医科大学
看護専門学校

医療専門課程 看護科
全日制3年課程

Ｈ12 — — —  — — — 80 79

合　　　　計 — 715 7,634 2,242 732 — — 3,048 3,150
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2  �学位授与・資格試験（2021年3月31日現在）

＜学位＞

学校名 学部・学科 教育課程
授与数
（名）

藤田医科大学大学院

大学院医学研究科 博士 44

大学院保健学研究科
　医療科学専攻

博士後期 8

大学院保健学研究科
　保健学専攻

修士 46

＜国家試験合格率＞

学校名 学部・学科 資格名称 合格者数（名）
合格率
（％）

藤田医科大学

医学部 医師 107/111 96.4

医療科学部
臨床検査学科

臨床検査技師 124/124 100

医療科学部
放射線学科

診療放射線技師 55/61 90.2

医療科学部
臨床工学科

臨床工学技士 46/46 100

医療科学部
医療経営情報学科

診療情報管理士
認定試験

36/37 97.3

保健衛生学部
看護学科

看護師 139/139 100

保健衛生学部
看護学科

保健師 18/18 100

保健衛生学部
リハビリテーション学科

理学療法士 56/56 100

保健衛生学部
リハビリテーション学科

作業療法士 48/48 100

藤田医科大学
看護専門学校

医療専門課程
看護科

看護師 36/37 97.3



39

3  �組織図

　学校法人藤田学園　組織図（2021年3月31日付）
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　藤田医科大学　組織図（2021年3月31日付）
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　藤田医科大学病院　組織図（2021年3月31日付）
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　藤田医科大学ばんたね病院　組織図（2021年3月31日付）
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　藤田医科大学七栗記念病院　組織図（2021年3月31日付）
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　藤田医科大学岡崎医療センター　組織図（2021年3月31日付）
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4  �役員の概要
(2021年3月31日現在)

①　理事　定員数 10人以上15人以内、任期3年：2018年10月2日～2021年10月1日
　　監事　定員数  2人以上　4人以内、任期3年：2020年10月2日～2023年10月1日

区　分 氏　名 常勤・非常勤の別 摘　　　　　要

理 事 長 星長　清隆 常　勤
2009年 2 月　理事就任
2018年10月　理事長就任

専務理事 才藤　栄一 常　勤

2011年 4 月　理事就任
2019年 1 月　専務理事就任

（現：藤田医科大学長）
※任期：2023年3月31日まで

常務理事 湯澤由紀夫 常　勤
2014年 4 月　理事就任
2019年 1 月　常務理事就任

（現：藤田医科大学病院長）

常務理事 野田　憲一 常　勤
2018年10月　理事就任
2019年 1 月　常務理事就任

（現：学校法人藤田学園法人本部統括事務局長）

理　　事 小野雄一郎 常　勤
2008年 4 月　理事就任

（現：学校法人藤田学園学園長
藤田医科大学看護専門学校長）

理　　事 堀口　明彦 常　勤
2020年 4 月　理事就任

（現：藤田医科大学ばんたね病院長）

理　　事 岩田　仲生 常　勤
2015年 6 月　理事就任

（現：藤田医科大学副学長・医学部長）

理　　事 金田　嘉清 常　勤
2011年 5 月　理事就任

（現：藤田医科大学副学長・保健衛生学部長）

理　　事 眞野　惠子 常　勤
2019年 1 月　理事就任

（現：藤田医科大学病院副院長・看護部長）
※任期：2021年12月31日まで

理　　事 齋藤　邦明 常　勤
2020年10月　理事就任

（現：藤田医科大学医療科学部長）

理　　事 近松　　均 非常勤
2005年 4 月　理事就任

（現：(一社)藤田学園同窓会名誉会長）

理　　事 齋藤　英彦 非常勤
2018年10月　理事就任
※任期：2021年10月9日まで
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理　　事 渡辺　捷昭 非常勤
2018年10月　理事就任
※任期：2021年10月9日まで

監　　事 内藤　健晴 常　勤 2020年10月　監事就任

監　　事 塚田　弘志 非常勤
2012年 4 月　監事就任
※任期 2022年3月31日まで

監　　事 小出　宣昭 非常勤 2020年10月　監事就任

②　年度内の退任理事・監事

氏　名 摘　　　　　要

小山　　勇 2020年6月　監事退任（逝去）

内藤　健晴 2020年10月　理事退任

竹内　康浩 2020年10月　監事退任

③　年度内の新任理事・監事　　　

氏　名 摘　　　　　要

堀口　明彦 2020年4月 理事就任

齋藤　邦明 2020年10月 理事就任

内藤　健晴 2020年10月 監事就任

小出　宣昭 2020年10月 監事就任

④　評議員　定員数21人以上33人以内、任期4年：2020年9月27日～2024年9月26日

氏　名 主な現職等

星長　清隆 理事長

才藤　栄一 藤田医科大学学長・専務理事

湯澤由紀夫 藤田医科大学病院長・常務理事

野田　憲一 学校法人藤田学園法人本部統括事務局長・常務理事

小野雄一郎 学校法人藤田学園学園長・藤田医科大学看護専門学校長・理事
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岩田　仲生 藤田医科大学副学長・医学部長・理事

金田　嘉清 藤田医科大学副学長・保健衛生学部長・理事

井澤　英夫 藤田医科大学医学部教授

眞野　惠子 藤田医科大学病院副院長・統括看護部長・理事

園田　　茂 藤田医科大学七栗記念病院長

橋本　修二 藤田医科大学図書館長

堀口　正之 藤田医科大学医学部教授

齋藤　邦明 藤田医科大学医療科学部長・理事

守瀬　善一 藤田医科大学岡崎医療センター病院長

堀口　明彦 藤田医科大学ばんたね病院長・理事

寺平　良治 藤田医科大学名誉教授

濵子　二治 藤田医科大学事務局長

楠本　順子 藤田医科大学保健衛生学部教授

久保田　信 藤田医科大学研究支援推進本部事務部長

三浦　　研 学校法人藤田学園法人本部経理部長

成田　達哉 藤田医科大学病院事務部長

白木　良一 藤田医科大学病院統括副院長・戦略企画部長

廣瀬　雄一 藤田医科大学副学長・藤田医科大学病院副院長・手術・中央材料部長

鈴木　敦詞 藤田医科大学岡崎医療センター統括副院長

貝淵　弘三 藤田医科大学総合医科学研究所所長

近松　　均 (一社)藤田学園同窓会名誉会長・藤田学園理事

松山　裕宇 (一社)藤田学園同窓会会長

坂　　直樹 (一財)坂文種報徳会会長

藤田　俊子 (一財)新居浜精神衛生研究所理事長
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⑤　年度内の退任評議員

氏　名 摘　　　　　要

内藤　健晴 2020年9月退任

倉橋　浩樹 2020年9月退任

堀口　正之 2021年3月退任

⑥　年度内の新任評議員　　　

氏　名 摘　　　　　要

三浦　　研 2020年4月就任

成田　達哉 2020年4月就任

白木　良一 2020年9月就任

廣瀬　雄一 2020年9月就任

鈴木　敦詞 2020年9月就任

貝淵　弘三 2020年9月就任
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財務報告
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財務の概要

1  �決算の概要�  

①　貸借対照表関係
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②　資金収支計算書関係
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③　事業活動収支計算書関係
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2  �その他�  

①　有価証券の状況

②　借入金の状況

③　学校債の状況

④　寄付金の状況

⑤　補助金の状況

⑥　収益事業の状況
　　　私立学校法上の収益事業は行っていない
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⑦　関連事業者等との取引の状況

⑧　学校法人間財務取引
　　　なし
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3  経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針対応方策�  

①　経営状況の分析
　　�　一般企業の損益計算書に類似した計算書である、当年度の事業活動収支計算書（③-

ア）の状況は、法人全体の事業活動による損益を表す基本金組入前当年度収支差額が
11,964百万円の差益となり、前年度より大幅に増加しました。

�　　�　これは、2020年度はCOVID-19に対応するための補助金の受入れが増加したこと
や、教育活動収入の約8割を占める大学病院の医療収入が期初はCOVID-19による影
響により患者が減少していましたが、期中より患者数が回復したことにより手術件
数が増加したことなどによります。

　　�　 ま た、教育活動に よ る 収支差額は11,574百万円と な り、教育活動外収支は △27
百万円となり、教育活動収支と教育活動外収支を加えた経常収支差額は11,547百万
円の差益となりました。特殊な要因による臨時的な収支である特別収支は417百万円
の差益となりました。

　　�　基本金組入前当年度収支差額に、学校法人がその諸活動の計画に基づき必要な資
産を継続的に保持するために維持すべき基本金9,334百万円を組み入れた後の当年
度収支差額は2,629百万円の差益となりました。

　　�　一般企業のキャッシュフローと類似した計算書である活動区分別資金収支計算書
（②-イ）の状況は、教育活動による資金収支が医療収入や補助金の増加により19,744
百万円の資金の増加となり、施設設備等活動による資金収支が大学病院1･2号棟解体
跡地の整備等の支出により11,298百万円の資金の減少となりました。その他の活動
による資金の減少1,232百万円を差し引いた結果、当期の資金は7,214百万円増加し、
翌年度繰越支払資金は16,207百万円となりました。

　　�　貸借対照表（①-ア）の状況は、純資産が105,543百万円となり、前年度より11,963
百万円の増加となりました。

　　�　資産の部は146,787百万円となり、豊明校地の整備や大学病院の医療機器等の固定
資産の増加や流動資産の増加により、前年度と比較し12,279百万円の増加となりま
した。

　　�　 負債の 部は41,244百万円と な り、未払金の 増加等に よ り 前年度と 比較し て316
百万円の増加となりました。結果、総負債比率は28.1％となり、前年度より2.3％改善
しました。

②　経営上の成果と課題
　　�　2025年ビジョン実現のためアクションプランとして、目標数値純資産額、現預金

保有額、負債比率、年度事業損益を定めて達成に向けて改善活動を行ってまいりまし
た。
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純資産額、年度事業損益は目標数値を達成しましたが、現預金保有額と負債比率について
は、目標数値を下回っているので、引き続き目標数値達成に向けて財務の健全化を進める
必要があります。

 ③　今後の方針・対応方策
　　�　藤田学園として次の10年間に向けて、2025年ビジョンの見直しを進め、さらなる

財務基盤の強化、収益力強化を織り込んだ2030年までの長期財務計画の立案を進め
てまいります。
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2020年度
事業報告

監　査　報　告　書

学 校 法 人　藤　田　学　園

　理　　　事　　　会　　　　御　中

　評 議 員 会　　　　御　中

2021年5月26日

学 校 法 人　藤　田　学　園

　 監　事　内藤　健晴

　 監　事　塚田　弘志

　 監　事　小出　宣昭

　私たちは、学校法人藤田学園の監事として、私立学校法第37条第3項及び学校法人藤田学

園寄附行為第18条の規定に基づき、学校法人藤田学園の令和2年度（令和2年4月1日から令

和3年3月31日まで）の業務若しくは財産の状況又は理事の業務の執行の状況について監査

を行いました。

　私たちは監査にあたり、理事会及び評議員会その他重要な会議に出席するほか理事から

業務の報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧するとともに、会計監査人から会計監査の結

果の説明を受け、これらを検討し、会計監査人と連携して計算書類について検討するなど、

必要と認めた監査手続を実施しました。

　監査の結果、私たちは、学校法人藤田学園の業務に関する決定及び執行は適切であり、計

算書類、す な わ ち、資金収支計算書、事業活動収支計算書及び 貸借対照表（固定資産明細表、

借入金明細表及び基本金明細表を含む。）並びに財産目録は会計帳簿の記載と合致し、法人

の収支及び財産の状況を正しく示しており、学校法人の業務若しくは財産又は理事の業務

執行に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重大な事実はないものと認め

ます。

以　　　上




